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　金融機関からの借入れに対して信用保証協会が保証し、返済が
滞った場合に肩代わりする「信用補完制度」が、この４月１日か
ら見直され、小規模事業者への小口融資限度額が1,250万円から
2,000万円に、創業者への融資限度額が1,000万円から2,000万円に
拡充（ともに100％保証）されます。

信用補完制度の見直し

3月の税務と労務3月 （弥生）MARCH
21日・春分の日
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国　税／ 平成29年分所得税の確定
申告 2月16日～3月15日

国　税／ 個人の青色申告の承認申請
 3月15日

国　税／ 贈与税の申告 
 2月1日～3月15日

国　税／ 2月分源泉所得税の納付 
 3月12日

国　税／ 個人事業者の平成29年分
消費税の確定申告 4月2日

国　税／ 1月決算法人の確定申告（法
人税・消費税等） 4月2日

国　税／ 7月決算法人の中間申告 
 4月2日

国　税／ 4月、7月、10月決算法人の消
費税の中間申告（年3回の場
合） 4月2日

地方税／ 個人の都道府県民税、市町
村民税、事業税（事業所税）
の申告 3月15日

菜の花
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事
業
主
と
労
働
者
と
の
間
の
労
働

契
約
は
、
契
約
期
間
の
定
め
の
な
い

も
の
（
無
期
労
働
契
約
）
と
、「
一
年
」

「
六
か
月
」
な
ど
期
間
の
定
め
が
あ

る
も
の
（
有
期
労
働
契
約
）
に
分
け

る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

今
回
は
、
有
期
労
働
契
約
に
関
す

る
注
意
点
等
を
お
伝
え
し
ま
す
。

一
　
労
働
契
約
締
結
等
の
基
準

　

有
期
労
働
契
約
に
つ
い
て
は
、
契

約
更
新
の
繰
り
返
し
に
よ
り
一
定
期

間
雇
用
を
継
続
し
た
に
も
か
か
わ
ら

ず
、
突
然
契
約
更
新
を
せ
ず
に
期
間

満
了
を
も
っ
て
退
職
さ
せ
る
等
の
、

い
わ
ゆ
る｢

雇
止
め｣

を
め
ぐ
る
ト

ラ
ブ
ル
が
大
き
な
問
題
と
な
る
こ
と

が
あ
り
ま
す
。

　

そ
れ
ら
の
防
止
や
解
決
を
図
り
、

有
期
労
働
契
約
が
労
使
双
方
か
ら
良

好
な
雇
用
形
態
の
一
つ
と
し
て
活
用

さ
れ
る
よ
う
に
す
る
と
の
観
点
か
ら
、

労
働
基
準
法
に
基
づ
き
、｢

有
期
労
働

契
約
の
締
結
、
更
新
及
び
雇
止
め
に

関
す
る
基
準｣

が
策
定
さ
れ
て
い
ま

す
。

㈠
　
契
約
締
結
時
の
明
示
事
項

　

有
期
労
働
契
約
を
締
結
す
る
と
き

に
、
使
用
者
が
有
期
契
約
労
働
者
に

対
し
て
明
示
（
労
働
契
約
書
や
労
働

条
件
通
知
書
等
に
記
載
）
す
る
事
項

に
は
次
の
も
の
が
あ
り
ま
す
。

①　

契
約
の
更
新
の
有
無

〈
記
載
例
〉

・　

自
動
的
に
更
新
す
る

・　

更
新
す
る
場
合
が
あ
り
得
る

・　

契
約
の
更
新
は
し
な
い　
　

等

②　

有
期
労
働
契
約
を
更
新
す
る
場

合
が
あ
る
と
明
示
し
た
と
き
は
、

契
約
を
更
新
す
る
場
合
又
は
し
な

い
場
合
の
判
断
の
基
準

〈
記
載
例
〉

・　

契
約
期
間
満
了
時
の
業
務
量
に

よ
り
判
断
す
る

・　

労
働
者
の
勤
務
成
績
、
態
度
に

よ
り
判
断
す
る

・　

労
働
者
の
能
力
に
よ
り
判
断
す

る
・　

会
社
の
経
営
状
況
に
よ
り
判
断

す
る

・　

従
事
し
て
い
る
業
務
の
進
捗
状

況
に
よ
り
判
断
す
る　
　

等

③　

有
期
労
働
契
約
の
締
結
後
に
①

又
は
②
に
つ
い
て
変
更
す
る
場
合

に
は
、
速
や
か
に
そ
の
内
容
を
明

示

　

労
働
条
件
通
知
書
の
記
載
例
が
イ

ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
で
公
開
（
厚
生
労
働

省
、
都
道
府
県
労
働
局
等
）
さ
れ
て

い
ま
す
。

㈡
　
雇
止
め
の
予
告

　

使
用
者
は
、
有
期
労
働
契
約
（
有

期
労
働
契
約
が
三
回
以
上
更
新
さ
れ

て
い
る
か
、
一
年
を
超
え
て
継
続
し

て
雇
用
さ
れ
て
い
る
労
働
者
に
限
り

ま
す
）
を
更
新
し
な
い
場
合
に
は
、

少
な
く
と
も
契
約
期
間
が
満
了
す
る

日
の
三
十
日
前
ま
で
に
、
そ
の
予
告

を
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

※　

あ
ら
か
じ
め
契
約
を
更
新
し
な

い
旨
が
明
示
さ
れ
て
い
る
場
合
は
、

予
告
対
象
か
ら
除
い
て
よ
い
こ
と

と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
　

対
象
と
な
る
有
期
労
働
契
約
は
、

次
の
三
種
類
で
す
。

①　

有
期
労
働
契
約
が
三
回
以
上
更

新
さ
れ
て
い
る
場
合

②　

一
年
以
下
の
契
約
期
間
の
労
働

契
約
が
更
新
ま
た
は
反
復
更
新
さ

れ
、
最
初
に
労
働
契
約
を
締
結
し

て
か
ら
継
続
し
て
通
算
一
年
を
超

え
る
場
合

③　

一
年
を
超
え
る
契
約
期
間
の
労

働
契
約
を
締
結
し
て
い
る
場
合

　

例
え
ば
、
三
か
月
の
有
期
労
働
契

約
を
三
回
更
新
し
た
場
合
、
通
算
し

た
期
間
は
一
年
を
超
え
ま
せ
ん
が
、

前
記
①
（
有
期
労
働
契
約
が
三
回
以

上
更
新
さ
れ
て
い
る
）
に
該
当
す
る

た
め
、
雇
止
め
を
す
る
際
は
契
約
期

間
満
了
日
の
三
十
日
前
ま
で
に
予
告

す
る
こ
と
を
要
し
ま
す
。

㈢
　
雇
止
め
の
理
由
の
明
示

　

使
用
者
は
、
㈡
の
雇
止
め
の
予
告

後
に
労
働
者
が
雇
止
め
の
理
由
に
つ

い
て
証
明
書
を
請
求
し
た
場
合
は
、

遅
滞
な
く
こ
れ
を
交
付
し
な
け
れ
ば

な
り
ま
せ
ん
。
ま
た
、
雇
止
め
の
後

に
労
働
者
か
ら
請
求
さ
れ
た
場
合
も

同
様
で
す
。
明
示
す
べ
き
雇
止
め
の

理
由
は
、「
契
約
期
間
の
満
了
」
と
は

別
の
理
由
と
す
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

　

明
示
の
例
を
掲
げ
ま
す
。

・　

前
回
の
契
約
更
新
時
に
、
本
契

約
を
更
新
し
な
い
こ
と
が
合
意
さ

れ
て
い
た
た
め

・　

契
約
締
結
当
初
か
ら
、
更
新
回

数
の
上
限
を
設
け
て
お
り
、
本
契

約
は
当
該
上
限
に
係
る
も
の
で
あ

る
た
め

・　

担
当
し
て
い
た
業
務
が
終
了
・

中
止
し
た
た
め

・　

事
業
縮
小
の
た
め

・　

業
務
を
遂
行
す
る
能
力
が
十
分

有
期
労
働
契
約
の

締
結
等

有
期
労
働
契
約
の

締
結
等
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で
は
な
い
と
認
め
ら
れ
る
た
め

・　

職
務
命
令
に
対
す
る
違
反
行
為

を
行
っ
た
こ
と
、
無
断
欠
勤
を
し

た
こ
と
等
勤
務
不
良
の
た
め�

等
二
　
契
約
期
間
の
上
限

　

有
期
労
働
契
約
の
期
間
の
長
さ
は
、

労
働
基
準
法
で
上
限
が
定
め
ら
れ
て

い
ま
す
。

　

労
働
契
約
を
更
新
す
る
こ
と
で
、

上
限
年
数
に
達
し
た
後
も
労
働
者
を

使
用
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
が
、
無

期
転
換
ル
ー
ル
（「
三　

労
働
契
約

法
」
で
触
れ
ま
す
）
で
定
め
ら
れ
た

一
定
条
件
に
該
当
す
る
と
き
は
、
有

期
労
働
契
約
か
ら
無
期
労
働
契
約
へ

の
転
換
申
込
権
が
生
じ
る
こ
と
に
も

留
意
が
必
要
で
す
。

①　

原
則

　
　

上
限
は
「
三
年
」
で
す
。

②　

専
門
的
知
識
等
を
有
す
る
者

　
　

高
度
専
門
的
知
識
等
を
必
要
と

す
る
業
務
に
就
く
者
（
博
士
、
医

師
な
ど
）
と
の
労
働
契
約
期
間
の

上
限
は
「
五
年
」
で
す
。

③　

満
六
十
歳
以
上
の
労
働
者
と
の

間
に
締
結
さ
れ
る
労
働
契
約

　
　

上
限
は
「
五
年
」
で
す
。

④　

一
定
の
事
業
の
完
了
に
必
要
な

期
間
を
定
め
る
労
働
契
約

　
　

例
え
ば
、
有
期
の
建
設
工
事
等

が
該
当
し
ま
す
。
こ
の
場
合
は
事

業
完
了
に
必
要
な
期
間
を
労
働
契

約
期
間
の
上
限
と
す
る
こ
と
が
で

き
ま
す
。

三
　
労
働
契
約
法

　

労
働
契
約
法
で
は
、
有
期
労
働
契

約
に
よ
り
働
く
労
働
者
が
安
心
し
て

働
き
続
け
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に

す
る
た
め
の
ル
ー
ル
が
設
け
ら
れ
て

い
ま
す
。

㈠
　
無
期
転
換
ル
ー
ル

　

同
一
の
使
用
者
と
の
間
で
、
有
期

労
働
契
約
が
反
復
更
新
さ
れ
て
通
算

五
年
を
超
え
た
と
き
に
、
労
働
者
の

申
込
み
に
よ
っ
て
無
期
労
働
契
約
に

転
換
さ
れ
る
ル
ー
ル
で
す
。

①　

無
期
転
換
の
申
込
み

　
　

例
え
ば
、
契
約
期
間
が
一
年
の

労
働
契
約
を
更
新
す
る
者
の
場
合
、

五
回
目
の
更
新
後
の
一
年
間
（
雇

い
入
れ
後
六
年
目
）
に
無
期
転
換

の
申
込
み
を
す
る
こ
と
が
で
き
ま

す
。

　
　

通
算
五
年
を
超
え
て
契
約
更
新

し
た
労
働
者
が
、
そ
の
契
約
期
間

中
に
無
期
転
換
の
申
込
み
を
し
な

か
っ
た
と
き
は
、
次
の
更
新
以
降

で
も
無
期
転
換
の
申
込
み
が
で
き

ま
す
。

※　

通
算
対
象
と
な
る
労
働
契
約
は
、

平
成
二
十
五
年
四
月
一
日
（
無
期

転
換
ル
ー
ル
の
施
行
日
）
以
後
に

開
始
し
た
有
期
労
働
契
約
で
す
。

②　

転
換

　
　

①
の
無
期
転
換
の
申
込
み
を
す

る
と
、
使
用
者
が
申
込
み
を
承
諾

し
た
も
の
と
み
な
さ
れ
、
申
込
み

時
の
有
期
労
働
契
約
が
終
了
す
る

翌
日
か
ら
（
①
の
例
で
は
、
雇
い

入
れ
後
七
年
目
以
降
）、
無
期
労

働
契
約
と
な
り
ま
す
。

③　

無
期
労
働
契
約

　
　

無
期
転
換
ル
ー
ル
に
よ
り
、
契

約
期
間
に
つ
い
て
は
期
間
の
定
め

が
な
い
も
の
と
な
り
ま
す
が
、
そ

の
他
の
労
働
条
件
（
職
務
、
勤
務

地
、賃
金
、労
働
時
間
な
ど
）
は
、

別
段
の
定
め
が
な
い
と
き
は
、
直

前
の
有
期
労
働
契
約
と
同
一
と
な

り
ま
す
。
労
働
条
件
は
、
別
段
の

定
め
を
す
る
こ
と
に
よ
り
変
更
す

る
こ
と
は
可
能
で
す
。「
別
段
の
定

め
」と
は
、労
働
協
約
、就
業
規
則
、

労
働
契
約
等
が
該
当
し
ま
す
。

㈡
　
雇
止
め
法
理

　

過
去
の
最
高
裁
判
例
に
よ
り
一
定

の
場
合
に
雇
止
め
を
無
効
と
す
る
判

例
上
の
ル
ー
ル
（
雇
止
め
法
理
）
が
確

立
し
、
平
成
二
十
四
年
の
労
働
契
約

法
改
正
に
よ
り
条
文
化
さ
れ
ま
し
た
。

①　

対
象
と
な
る
も
の

　
　

次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
有

期
労
働
契
約
が
対
象
に
な
り
ま
す
。

・　

過
去
に
反
復
更
新
さ
れ
た
有
期

労
働
契
約
で
、
そ
の
雇
止
め
が
無

期
労
働
契
約
の
解
雇
と
社
会
通
念

上
同
視
で
き
る
と
認
め
ら
れ
る
も

の
・　

有
期
労
働
契
約
の
契
約
期
間
の

満
了
時
に
当
該
有
期
労
働
契
約
が

更
新
さ
れ
る
も
の
と
期
待
す
る
こ

と
に
つ
い
て
合
理
的
な
理
由
が
あ

る
と
認
め
ら
れ
る
も
の

②　

要
件
と
効
果

　
　

前
記
①
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す

る
場
合
に
、
使
用
者
が
雇
止
め
を

す
る
こ
と
が
「
客
観
的
に
合
理
的

な
理
由
を
欠
き
、
社
会
通
念
上
相

当
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
な
い
と
き
」

は
、
雇
止
め
が
認
め
ら
れ
ず
、
従

前
と
同
一
の
労
働
条
件
で
、
有
期

労
働
契
約
が
更
新
さ
れ
ま
す
。

　

労
働
契
約
法
で
は
、
こ
れ
ら
の
他

に
有
期
契
約
労
働
者
と
無
期
契
約
労

働
者
と
の
間
で
、
期
間
の
定
め
が
あ

る
こ
と
に
よ
り
不
合
理
に
労
働
条
件

を
相
違
さ
せ
る
こ
と
を
禁
止
す
る
ル

ー
ル
な
ど
も
設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。
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　労働者を雇い入れた事業者は、健康診断
や安全又は衛生の教育を実施する必要があ
ります（労働安全衛生法）。
①　健康診断
　労働者を雇い入れたときは、所定の項目
について健康診断を実施（費用は事業者が
負担）します。
　健康診断を受けた後３か月を経過してい
ない者を雇い入れたときは、健康診断結果
を証明する書面の提出を求め、既に実施し
た項目の診断を省略することができます。
　実施するのは「常時使用する労働者」と
され、期間の定めのない契約で使用される
者（１年以上の雇用見込みのある者等を含
む）であって、通常の労働者の４分の３以
上の労働時間で働くものが対象とされます。
　雇い入れ後は１年に１回、定期的に健康
診断を行うことも義務づけられています。
　健康診断の項目に異常の所見のある労働

者については、労働者の健康を保持するた
めに必要な措置について、医師（歯科医師
による健康診断については歯科医師）の意
見を聞かなければなりません。
②　雇い入れ時の教育
　労働者を雇い入れたときには、安全又は
衛生に関する教育も行います。
　教育項目の例をいくつか掲げます。
・業務に関して発生するおそれのある疾病
の原因及び予防
・整理、整頓及び清潔の保持
・事故時等における応急措置及び退避
※　機械や有害物を取り扱う作業等に従事
する者については、上記事項のほかに機
械等の取り扱い方法、作業手順、安全装
置や保護具の性能や取り扱い、作業開始
時の点検等の教育を行います。

　①の健康診断は「常時使用する労働者」
を対象としますが、②の雇い入れ時の教育
は、臨時・短時間労働者なども含めた全て
の労働者に実施を要することが注意点です。

労働者の健康診断等

　平成30年度（平成31年３月）に大学等
を卒業予定の者に関し、公共職業安定所（ハ
ローワーク）での求人の取扱いが以下のと
おり変更されました。
・求人受理　２月１日（従来３月１日）以降
・求人公開　４月１日（従来６月１日）以降

　これは、求人公開の時期を早めることで、
学生にとっては十分な業界研究を行うこと
を可能とし、企業にとっては学生への広報
活動を有効に行うことが可能となるよう意
図して行われたものです。
　なお、企業による採用選考活動や公共職
業安定所による大学等卒業予定者への職業
紹介は、従来通り６月１日以降とされてい
ます。
　求人公開後（４月１日以降）であっても
５月31日以前に採用選考活動を行うこと
のないようご注意ください。

求人の公開予定日の変更
（公共職業安定所）　
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